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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トナー処理空間を有する熱処理装置本体と、
　原料トナーを該トナー処理空間に供給する原料供給手段と、
　該トナー処理空間において該原料トナーを球形化する熱処理を行うための熱風を該トナ
ー処理空間に供給する熱風供給手段と、
　該熱風供給手段よりも熱風が流れる方向の下流側に設けられた、該熱処理が行われたト
ナーを冷却固化するための冷風を該トナー処理空間に供給する冷風供給手段と、
　該冷風供給手段よりも熱風が流れる方向の下流側に設けられた、該熱処理が行われたト
ナーを回収するトナー回収手段と、
　該トナー回収手段よりも熱風が流れる方向の下流側に設けられた、該原料トナーの熱処
理に用いられた熱風を排出する吸引排出手段としてのブロワーと
を有するトナーの熱処理装置であって、
　該トナーの熱処理装置が、該ブロワーから排出される熱風から熱を回収し、回収した熱
を前記熱風供給手段に供給する廃熱回収供給手段をさらに有し、
　該トナーの熱処理装置が、該冷風供給手段を２以上有し、
　該廃熱回収供給手段が、２以上の該冷風供給手段のうち、最も上流側に設けられた冷風
供給手段にも、該回収した熱を供給する手段である
ことを特徴とするトナーの熱処理装置。
【請求項２】
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　前記廃熱回収供給手段が、廃熱回収手段、廃熱供給手段および熱伝達手段を有し、
　該廃熱回収手段が、前記ブロワーから排出される熱風中に位置するように設けられ、前
記ブロワーから排出される熱風から熱を回収する手段であり、
　該熱伝達手段が、該廃熱回収手段で回収された熱を該廃熱供給手段へと伝達する手段で
あり、
　該廃熱供給手段が、該熱伝達手段より伝達された熱を前記熱風供給手段に供給する手段
である
　請求項１に記載のトナーの熱処理装置。
【請求項３】
　前記廃熱回収供給手段が、前記回収した熱を前記原料供給手段にも供給する手段である
請求項１または２に記載のトナーの熱処理装置。
【請求項４】
　前記トナーの熱処理装置が、２以上の前記冷風供給手段に冷風を供給する単一の冷風供
給機をさらに有する請求項１～３のいずれか１項に記載のトナーの熱処理装置。
【請求項５】
　２以上の前記冷風供給手段のうち、前記回収した熱が供給されるのは、前記最も上流側
に設けられた冷風供給手段のみである請求項４に記載のトナーの熱処理装置。
【請求項６】
　前記トナー処理空間が、略円筒形状であり、
　前記熱風供給手段の出口部には、供給される熱風を前記トナー処理空間内で旋回させる
ための気流調整部が設けられており、
　前記冷風供給手段の出口部には、供給される冷風を前記トナー処理空間内で旋回させる
ための気流調整部が設けられており、
　前記原料供給手段には、径方向に広がる第１のノズル、および、該第１のノズルの内側
に配設される第２のノズルが設けられており、
　該第２のノズルの外周面には、複数のリブが設けられており、
　該複数のリブが、前記熱風供給手段から前記トナー処理空間に供給され、前記トナー処
理空間内で旋回する熱風の流れる方向に向けて湾曲して設けられており、
　前記熱風供給手段が、前記原料供給手段の外周面に近接或いは水平方向に距離を隔てた
位置に、前記原料供給手段を囲むように環状に設けられており、
　前記原料トナーが、該第１のノズルの内側と該第２のノズルの外側とで形成される空間
を通過して、前記トナー処理空間へ環状に噴射される
　請求項１～５のいずれか１項に記載のトナーの熱処理装置。
【請求項７】
　原料トナーを熱処理する熱処理工程を有するトナーの製造方法であって、該熱処理工程
において、請求項１～６のいずれか１項に記載のトナーの熱処理装置が用いられ、得られ
るトナーの重量平均粒径が４μｍ以上１２μｍ以下であることを特徴とするトナーの製造
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真法、静電記録法、静電印刷法、又はトナージェット方式記録法の如
き画像形成方法に用いられるトナーを製造するためのトナーの熱処理装置及びトナーの製
造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、トナーの製造工程において、トナーを球形化するために、トナーの熱処理装
置が用いられている。従来のトナーの熱処理装置では、熱風にてトナー粒子を加熱し、球
形化する手法がとられている。この様なトナーの熱処理装置においては、一般的に、取り
入れた外気をヒーター等で加熱することによって熱風を発生させている。
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【０００３】
　特許文献１には、適度な円形度のトナーを得るために、粉砕トナーに熱処理を施して、
トナーの形状を適度に球形化するための熱処理装置が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－１８９８４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　近年、環境負荷を低減する流れがあり、エネルギー消費や熱エネルギー効率の向上が課
題となっている。特許文献１に記載のトナーの熱処理装置では、大量のトナーを熱処理す
るためには高温かつ高風量の熱風が必要となり、より多くの熱量が消費される。また、装
置内の蓄熱を抑えるために、熱風に与えた熱エネルギーの多くは装置の系外へと放出され
てしまう。この様に、従来の熱球形化装置では、エネルギー消費や熱エネルギー効率の点
で課題を有している。
【０００６】
　本発明の目的は、エネルギー消費を抑えて環境負荷を低減するためのトナーの熱処理装
置及びトナーの製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、
　トナー処理空間を有する熱処理装置本体と、
　原料トナーを該トナー処理空間に供給する原料供給手段と、
　該トナー処理空間において該原料トナーを球形化する熱処理を行うための熱風を該トナ
ー処理空間に供給する熱風供給手段と、
　該熱風供給手段よりも熱風が流れる方向の下流側に設けられた、該熱処理が行われたト
ナーを冷却固化するための冷風を該トナー処理空間に供給する冷風供給手段と、
　該冷風供給手段よりも熱風が流れる方向の下流側に設けられた、該熱処理が行われたト
ナーを回収するトナー回収手段と、
　該トナー回収手段よりも熱風が流れる方向の下流側に設けられた、該原料トナーの熱処
理に用いられた熱風を排出する吸引排出手段としてのブロワーと
を有するトナーの熱処理装置であって、
　該トナーの熱処理装置が、該ブロワーから排出される熱風から熱を回収し、回収した熱
を前記熱風供給手段に供給する廃熱回収供給手段をさらに有し、
　該トナーの熱処理装置が、該冷風供給手段を２以上有し、
　該廃熱回収供給手段が、２以上の該冷風供給手段のうち、最も上流側に設けられた冷風
供給手段にも、該回収した熱を供給する手段である
　ことを特徴とするトナーの熱処理装置である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、装置稼動時において、熱処理に必要な電力削減が可能となり、製造エ
ネルギー低減が図られ、環境負荷低減が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明のトナーの熱処理装置のフローの一例を示す図
【図２】廃熱回収供給手段の説明図
【図３】従来のトナーの熱処理装置のフローを示す図
【図４】熱処理装置本体を示す図
【図５】熱風供給手段の部分断面斜視図
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【図６】冷風供給手段の部分断面斜視図
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明のトナーの熱処理装置におけるフローの一例を図１に示す。熱処理装置本体（１
）は、上流に熱風供給手段（２）、原料供給手段（８）、冷風供給手段１、２、３（３、
４、５）が設けられ、下流にはトナー回収手段であるバグ（１９）及びブロワー（２０）
が設けられている。
【００１１】
　原料供給手段（８）は、圧縮気体により原料トナーを熱処理装置本体（１）内のトナー
処理空間へ搬送する。本発明において、原料トナーとは、トナーの熱処理装置に供給され
る、熱処理前のトナーを示す。また、トナー処理空間は、熱処理装置本体内の略円筒形状
の空間であり、この空間で原料トナーの熱処理が行われる。原料供給手段（８）からトナ
ー処理空間に原料トナーを定量的に送るため、供給機（１６）の下流には、圧縮気体供給
手段（１５）を備えている。
【００１２】
　熱風供給手段（２）は、内部のヒーター（１７）により外気を加熱し、トナー処理空間
に熱風を供給する。原料トナーは、トナー処理空間において、この熱風により球形化され
る。更に熱処理装置本体（１）には、熱処理されたトナーを冷却するために、冷風供給手
段１、２、３（３、４、５）が備えられている。冷風供給手段１、２、３（３、４、５）
には、冷風供給機（３０）から冷風が供給される。トナー処理空間で熱処理されたトナー
は、トナー回収手段（１９）により回収される。トナー回収手段としては、サイクロンや
ダブルクロンなどが用いられる。そして、原料トナーの熱処理に用いられた熱風は、吸引
排出手段であるブロワー（２０）により吸引され、熱処理装置の系外に排出される。
【００１３】
　本発明のトナーの熱処理装置において、ブロワー（２０）により系外に排出された廃熱
は、廃熱回収供給手段により回収され、再び熱風供給手段（２）に戻される仕組みとなっ
ている。
【００１４】
　本発明に用いられる廃熱回収供給手段（１８）について説明する。廃熱回収供給手段（
１８）は、廃熱回収手段と廃熱供給手段とを有することが好ましい。さらに、廃熱回収手
段から廃熱供給手段への熱の伝達は、熱伝達手段によって行われることが好ましい。図２
に本発明に用いられる廃熱回収供給手段（１８）の構成の一例を示す。ブロワー（２０）
から排気される熱風は、運転条件などにもよるが、温度７０～１００℃程度である。ブロ
ワー（２０）から排気された熱風中に位置する様に（例えば、ブロワーの吹き出し口近傍
に）、廃熱回収手段である廃熱回収コイル（１８Ａ）を設置する。
【００１５】
　図２に示す廃熱回収供給手段（１８）は、廃熱回収手段としての廃熱回収コイル（１８
Ａ）、廃熱供給手段としての放熱コイル（１８Ｂ）、ポンプ（１８Ｃ）を有しており、こ
れらが配管によって接続されている。そして、配管中には、熱伝達手段である液体（水）
が入れられている。ブロワー（２０）の廃熱により、廃熱回収コイル（１８Ａ）内の液体
が温められる。ポンプ（１８Ｃ）により、配管中の液体が循環するようになっており、温
められた液体の熱は、放熱コイル（１８Ｂ）で、外気に触れることによって放熱される。
放熱コイル（１８Ｂ）は、熱風供給手段（２）上流の外気取り込み部に設けられている。
従って、装置の運転を始め、一定時間が経過した後の定常状態においては、放熱コイル（
１８Ｂ）付近の外気が温められ、温められた外気が熱風供給手段（２）のヒーター（１７
）に送られる。これによって、ヒーター（１７）の電力を削減することが可能となる。な
お、回収する熱量はコイルの仕様により異なり、適宜選択可能である。
【００１６】
　図３に、廃熱回収供給手段を有さない、従来のトナーの熱処理装置のフローを示す。熱
風供給手段（２）において、取り入れた外気をヒーター（１７）により加熱する際に、廃
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熱回収供給手段（１８）を用いない場合と、用いた場合とでは、所定の温度まで熱風を昇
温するための昇温幅が異なる。例えば、冬場などで外気が０℃となっている状態から、２
００℃まで昇温して熱風にする場合を考えると、廃熱回収供給手段（１８）を用いない場
合では、ヒーター（１７）によって２００℃昇温し、安定させなければならない。また、
風量をより多くする場合、さらに多くの熱量を必要とする。一方、廃熱回収供給手段（１
８）を用いると、外気が温められた状態でヒーター（１７）に供給される。そのため、例
えば、廃熱回収供給手段（１８）において外気が５０℃まで予め温められていれば、ヒー
ター（１７）における昇温幅が１５０℃となり、消費する電力を大幅に削減することがで
きる。
【００１７】
　回収した熱は、原料供給手段（８）や冷風供給手段へ供給することも可能である。原料
供給手段（８）へ熱を供給する場合、原料供給手段（８）上流に設けられる圧縮気体供給
手段（１５）の付近に放熱コイル（廃熱供給手段）を設ける。そして、廃熱回収手段で温
められた液体を該放熱コイルに通すことで、原料供給手段（８）に供給される気体を昇温
することができる。冷風供給手段へ熱を供給する場合も同様である。熱処理装置が２以上
の冷風供給手段を有する場合、装置本体の最も上流側に位置する冷風供給手段に液体を供
給し、気体を昇温することが好ましい。例えば、図１の熱処理装置においては、冷風供給
手段１、２、３（３、４、５）のうち、冷風供給手段（３）に熱を供給することが好まし
い。
【００１８】
　原料供給手段（８）及び冷風供給手段１（３）に、廃熱回収コイル（１８Ａ）で温めら
れた液体を供給することで、以下の様な効果が得られる。熱風によって原料トナーを球形
化した後は、速やかに冷却固化する必要がある。これは、装置内でのトナー融着を防止す
るためである。一方で、トナー処理空間上流においては、原料トナーを搬送する圧縮気体
や冷風供給手段１（３）からの冷風が熱風に混合され、その際、熱風が冷まされてしまう
。そのため、圧縮気体や冷風の温度があまりに低いと、エネルギーのロスが多くなってし
まう。そこで、熱風の温度に特に作用する、圧縮気体と最上流の冷風を予め昇温しておく
ことで、このエネルギーロスを抑えることができ、与える熱風の温度も低く抑えることが
可能となる。また、上記の様にして冷風供給手段へ熱を供給することで、単一の冷風供給
源を用いた場合でも、最上流側の冷風供給手段の冷風温度のみを昇温することができる。
これによって、冷風の温度に応じて複数の冷風供給源を設ける必要が無く、装置構成を簡
易にすることができる。
【００１９】
　図４（Ａ）～（Ｃ）は本発明に用いることができるトナーの熱処理装置本体の一例を示
した図である（ただし、廃熱回収供給手段等は不図示）。図４（Ａ）は、熱処理装置本体
の外観を表しており、図４（Ｂ）は熱処理装置本体の内部構造を表すものである。また、
図４（Ｃ）は、原料供給手段（８）の出口部を拡大した図である。
【００２０】
　原料供給手段（８）には、径方向に広がる第１のノズル（９）と該第１のノズルの内側
に配設される第２のノズル（１０）が設けられている。原料供給手段（８）に供給された
原料トナーは、圧縮気体供給手段（１５）から供給される圧縮気体により加速され、原料
料供給手段（８）出口部に設けられた、第１のノズル（９）の内側と第２のノズル（１０
）の外側とで形成される空間を通過する。そして、原料トナーは、トナー処理空間へ周方
向外側に向けて環状に噴射される。
【００２１】
　原料供給手段（８）内部には、管状部材１（６）及び管状部材２（７）が設けられ、各
々の管状部材内部にも圧縮気体が供給される。管状部材１（６）内を通過した圧縮気体は
、第１ノズル（９）の内側と第２ノズル（１０）の外側とで形成される空間を通過する。
管状部材２（７）は、第２ノズル（１０）を貫通して設けられている。第２ノズル（１０
）内側では、管状部材２（７）出口部から第２ノズル（１０）の内面に向けて圧縮気体が
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噴射される。第２ノズル（１０）の外周面には、複数のリブ（１０Ｂ）が設けられており
、このリブ（１０Ｂ）は後述する熱風供給手段（２）から供給される熱風の流れる方向に
向けて湾曲して設けられている。原料供給手段（８）上流部から第１ノズル（９）に至る
原料供給路において、原料供給手段（８）上流端の径よりも第１ノズル（９）に接続する
部分の径の方が小さく設計されている。すなわち、第２ノズル（１０）は管状部材２（７
）との接続部から出口部方向に向かって末広がりになるよう設けられている。これは供給
されたトナー粒子が、一度第１ノズル（９）入り口において、流速が加速されるため、よ
り原料トナーの分散を補助することが可能となるためである。また、出口部方向の端部に
おいては、更に傾斜の角度が変化して、半径方向に拡大する返し部（１０Ａ）が設けられ
ている。
【００２２】
　図４に示す熱処理装置本体では、原料供給手段（８）の外周面に近接あるいは水平方向
に対して距離を隔てた位置に、原料供給手段を囲むように環状に熱風供給手段（２）が設
けられている。更にその外側及び下流側には、熱処理されたトナーを冷却し、装置内の温
度上昇によりトナー粒子の合一、融着を防止するための冷風供給手段１（３）、冷風供給
手段２（４）及び冷風供給手段３（５）が設けられている。熱風供給手段（２）は、水平
方向において原料供給手段（８）の外周部に対して距離を隔てた位置に環状に設けられる
ことが好ましい。これは、第１及び第２ノズルの出口部分が、供給される熱風によって熱
せられ、出口部分から噴射されるトナー粒子が溶融、付着するのを防ぐためである。
【００２３】
　図５は、熱風供給手段（２）及び気流調整部（２Ａ）の一例を示した部分断面斜視図で
ある。図５に示すように、熱風供給手段（２）の出口部には、熱風が装置内に傾斜かつ旋
回するように供給されるための気流調整部（２Ａ）が設けられており、複数の羽板を有す
るルーバーで構成されている。円筒形状である熱風供給手段（２）からトナー処理空間へ
供給された熱風は、気流調整部（２Ａ）のルーバーによって傾斜され、トナー処理空間内
において旋回する。原料供給手段（８）より投入される原料トナーは、熱風の流れに乗っ
て旋回する。トナー処理空間において、原料トナーが旋回しながら熱処理されることで、
各トナー１粒子に対して、均一に近い状態で熱がかかり、円形度分布及び粒度分布がシャ
ープなトナー粒子を得ることができる。
【００２４】
　気流調整部（２Ａ）のルーバーにおける羽板の枚数及び角度は、原料の種類や処理量に
よって、任意に調整可能である。気流調整部（２Ａ）におけるルーバーの羽板の傾斜角度
は、鉛直方向に対して羽板の主面のなす角度が、２０度から７０度であることが好ましい
。より好ましくは３０度から６０度である。羽板の傾斜角度が上記の範囲内であれば、装
置内で熱風が適度に旋回しつつ、鉛直方向への風速の低下を抑えることができる。その結
果、処理量が多くなってもトナー粒子の合一が防止され、且つクリーニング性に弊害を与
える円形度が０．９９０以上であるトナー粒子の頻度も抑制される。また、装置上部に熱
が滞留することが防止され、製造エネルギー面でも効率が良い。
【００２５】
　本発明のトナーの熱処理装置は、冷風供給手段を有することが好ましい。図６は冷風供
給手段１（３）及び気流調整部（３Ａ）の一例を示した部分断面斜視図である。図６に示
すように、冷風供給手段１（３）の出口部には、冷風が装置内のトナー処理空間で旋回す
るように、一定の間隔で設置された複数の傾斜羽板を有するルーバーが設置された気流調
整部（３Ａ）が設けられている。気流調整部（３Ａ）のルーバーは、上述した熱風供給手
段（２）からの熱風の旋回方向と略同一方向（トナー処理空間における原料トナーの旋回
を維持する方向）に旋回するようにルーバーの傾斜が調整されている。これによって、熱
風の旋回力がさらに強化されると共に、トナー処理空間での温度上昇を抑えることで、装
置内外周部へのトナー粒子の融着やトナー粒子同士の合一が防止される。
【００２６】
　冷風供給手段１（３）の気流調整部（３Ａ）のルーバーについても、羽板の枚数及び角
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度は、原料の種類や処理量によって任意に調整可能である。冷風供給手段１（３）におけ
るルーバーの羽板の傾斜角度は、鉛直方向に対して羽板の主面のなす角度が、２０度から
７０度であることが好ましい。より好ましくは３０度から６０度である。羽板の傾斜角度
が上記の範囲内であれば、装置内のトナー処理空間における熱風及びトナー粒子の流れが
阻害されず、装置上部に熱が滞留することも防止される。
【００２７】
　また、本発明においては、上述した冷風供給手段以外に、熱風供給手段の下方に１以上
の冷風供給手段を有し、装置内部に冷風を供給する際、冷風が装置鉛直方向において分割
導入されることが好ましい。例えば、図４（Ａ）に示す装置では、トナー処理空間に対し
て、冷風供給手段１（３）、冷風供給手段２（４）及び冷風供給手段３（５）から、それ
ぞれ冷風を４分割導入する仕組みとなっている。これは装置内の風の流れを均一に制御し
やすくするためであり、４分割された導入路における冷風の風量は独立して制御可能であ
る。冷風供給手段２（４）及び冷風供給手段３（５）は、冷風供給手段１（３）の下方に
それぞれ設けられており、冷風を装置外周部より水平で且つ接線方向から供給するよう構
成されていることが好ましい。
【００２８】
　装置軸中心部には、装置最下部から第２ノズル（１０）近傍まで延びる円筒状のポール
（１４）が設けられており、ポール（１４）内部にも冷風が導入され、ポール（１４）外
周面から冷風が放出される構成になっている。ポール（１４）は、熱風供給手段（２）、
冷風供給手段１（３）、冷風供給手段２（４）及び冷風供給手段３（５）から供給される
熱風及び冷風の旋回方向と、略同一方向（トナー処理空間における原料トナーの旋回を維
持する方向）に冷風が放出されるように出口部が構成されている。ポール（１４）出口部
の形状としては、スリット形状、ルーバー形状、多孔板形状、メッシュ形状が挙げられる
。
【００２９】
　更に、トナー粒子の融着防止を目的として、原料供給手段（８）の外周部、装置外周部
、熱風供給手段（２）内周部には、冷却ジャケットが設けられている。冷却ジャケットに
は、冷却水やエチレングリコール等の不凍液を導入することが好ましい。
【００３０】
　装置内に供給される熱風は、熱風供給手段（２）出口部における温度Ｃ（℃）が１００
≦Ｃ≦４５０であることが好ましい。熱風供給手段（２）出口部における温度が上記の範
囲内であれば、加熱しすぎることによるトナー粒子の融着や合一を防止しつつ、トナー粒
子の粒径や円形度が均一に近くなるように球形化処理することが可能となる。
【００３１】
　冷風供給手段１（３）、冷風供給手段２（４）及び冷風供給手段３（５）内の温度Ｅ（
℃）は－２０≦Ｅ≦４０であることが好ましい。冷風供給手段内の温度が上記の範囲内で
あれば、トナー粒子を適度に冷却することができ、トナー粒子の融着や合一を防止するこ
とができる。
【００３２】
　冷却されたトナー粒子はトナー排出口（１３）を通過してから回収される。トナー排出
口（１３）の下流側にはブロワー（２０）が設けられ、ブロワー（２０）により吸引搬送
される構成となっている。トナー排出口（１３）は、装置最下部に設けられ、装置外周部
に水平になるように構成される。排出口の接続の向きは、装置上流部から排出口に至るま
での旋回による流れを維持する向きとなっている。
【００３３】
　本発明のトナーの熱処理装置において、装置内に供給される圧縮気体、熱風及び冷風の
流量の総量ＱＩＮと、ブロワー（２０）により吸引される風量ＱＯＵＴの関係は、ＱＩＮ
≦ＱＯＵＴの関係となるように調整されることが好ましい。ＱＩＮ≦ＱＯＵＴであれば、
装置内の圧力が負圧となるため、噴射されたトナー粒子が装置外に排出されやすくなり、
トナー粒子が熱を過剰に受けることを防止できる。その結果、合一したトナー粒子の増加
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や装置内での融着を防止できる。
【００３４】
　本発明のトナーの熱処理装置は、公知のトナーの製造方法に適用することが可能であり
、特に限定されない。以下、粉砕法によってトナーを製造する手順の一例について説明す
る。まず、トナー原料である結着樹脂、着色剤、ワックス、及び任意の材料を混合する原
料混合工程、トナー原料を溶融混練して着色樹脂組成物を得る溶融混練工程、着色樹脂組
成物を冷却する冷却工程、着色樹脂組成物を粉砕する粉砕工程、によって粉体粒子（原料
トナー）を得る。そして、粉体粒子を上述したトナーの熱処理装置で処理する熱処理工程
、さらに必要に応じて、熱処理後の粉体粒子を分級する分級工程や、トナー粒子に外添剤
を混ぜる外添工程を経て、トナーを得る。
【００３５】
　次に、トナーの材料等について、以下に詳述する。
トナーに用いられる結着樹脂としては、ビニル系樹脂、ポリエステル系樹脂、エポキシ樹
脂等が挙げられる。中でもビニル系樹脂とポリエステル系樹脂が帯電性や定着性でより好
ましい。特にポリエステル系樹脂を用いた場合には本装置の導入による効果は大きい。ビ
ニル系モノマーの単重合体または共重合体、ポリエステル、ポリウレタン、エポキシ樹脂
、ポリビニルブチラール、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、フェノール樹脂、脂肪族
または脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂等を、必要に応じて結着樹脂に混合して用
いることができる。２種以上の樹脂を混合して、結着樹脂として用いる場合、より好まし
い形態としては分子量の異なるものを適当な割合で混合するのが好ましい。
【００３６】
　結着樹脂のガラス転移温度は好ましくは４５～８０℃、より好ましくは５５～７０℃で
ある。また、結着樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は２，５００～５０，０００、重量平均分
子量（Ｍｗ）は１０，０００～１，０００，０００であることが好ましい。
【００３７】
　結着樹脂としては以下に示すポリエステル樹脂が好ましい。ポリエステル樹脂は、全成
分中４５～５５ｍｏｌ％がアルコール成分であり、５５～４５ｍｏｌ％が酸成分である。
ポリエステル樹脂の酸価は好ましくは９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、より好ましくは５０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以下である。ＯＨ価は好ましくは５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、より好ましくは３
０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である。これは、分子鎖の末端基数が増えるとトナーの帯電特性に
おいて環境依存性が大きくなる為である。
【００３８】
　ポリエステル樹脂のガラス転移温度は好ましくは５０～７５℃、より好ましくは５５～
６５℃である。ポリエステル樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は好ましくは１，５００～５０
，０００、より好ましくは２，０００～２０，０００であり、重量平均分子量（Ｍｗ）は
好ましくは６，０００～１００，０００、より好ましくは１０，０００～９０，０００で
ある。
【００３９】
　トナーを磁性トナーとして用いる場合、磁性トナーに含まれる磁性材料としては、以下
のものが挙げられる。
【００４０】
　四三酸化鉄（Ｆｅ３Ｏ４）、三二酸化鉄（γ－Ｆｅ２Ｏ３）、酸化鉄亜鉛（ＺｎＦｅ２

Ｏ４）、酸化鉄イットリウム（Ｙ３Ｆｅ５Ｏ１２）、酸化鉄カドミウム（ＣｄＦｅ２Ｏ４

）、酸化鉄ガドリニウム（Ｇｄ３Ｆｅ５Ｏ１２）、酸化鉄銅（ＣｕＦｅ２Ｏ４）、酸化鉄
鉛（ＰｂＦｅ１２Ｏ１９）、酸化鉄ニッケル（ＮｉＦｅ２Ｏ４）、酸化鉄ネオジム（Ｎｄ
Ｆｅ２Ｏ３）、酸化鉄バリウム（ＢａＦｅ１２Ｏ１９）、酸化鉄マグネシウム（ＭｇＦｅ

２Ｏ４）、酸化鉄マンガン（ＭｎＦｅ２Ｏ４）、酸化鉄ランタン（ＬａＦｅＯ３）、鉄粉
（Ｆｅ）、コバルト粉（Ｃｏ）、ニッケル粉（Ｎｉ）。上述した磁性材料を単独で或いは
２種以上組合せて使用する。特に好適な磁性材料は、四三酸化鉄又はγ－三二酸化鉄の微
粉末である。
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【００４１】
　これらは結着樹脂１００質量部に対して、磁性体２０～１５０質量部、好ましくは５０
～１３０質量部、更に好ましくは６０～１２０質量部使用するのが良い。
【００４２】
　トナーに使用される非磁性の着色剤としては、以下のものが挙げられる。
黒色着色剤としては、カーボンブラック、イエロー着色剤、マゼンタ着色剤及びシアン着
色剤とを用いて黒色に調整したものが挙げられる。
【００４３】
　マゼンタトナー用着色顔料しては、以下のものが挙げられる。縮合アゾ化合物、ジケト
ピロロピロール化合物、アンスラキノン、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、
ナフトール化合物、ベンズイミダゾロン化合物、チオインジゴ化合物、ペリレン化合物が
挙げられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１、２、３、４、５、６、７、８、
９、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１８、１９、２１、２２、２３
、３０、３１、３２、３７、３８、３９、４０、４１、４８：２、４８：３，４８：４、
４９、５０、５１、５２、５３、５４、５５、５７：１、５８、６０、６３、６４、６８
、８１：１、８３、８７、８８、８９、９０、１１２、１１４、１２２、１２３、１４４
、１４６、１５０、１６３、１６６、１６９、１７７、１８４、１８５、２０２、２０６
、２０７、２０９、２２０、２２１、２３８、２５４、２６９；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイ
オレット１９、Ｃ．Ｉ．バットレッド１、２、１０、１３、１５、２３、２９、３５が挙
げられる。
【００４４】
　着色剤には、顔料単独で使用してもかまわないが、染料と顔料とを併用してその鮮明度
を向上させた方がフルカラー画像の画質の点から好ましい。
【００４５】
　マゼンタトナー用染料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉソルベントレッド１
、３、８、２３、２４、２５、２７、３０、４９、８１、８２、８３、８４、１００、１
０９、１２１、Ｃ．Ｉ．ディスパースレッド９、Ｃ．Ｉ．ソルベントバイオレット８、１
３、１４、２１、２７、Ｃ．Ｉ．ディスパースバイオレット１の如き油溶染料、Ｃ．Ｉ．
ベーシックレッド１、２、９、１２、１３、１４、１５、１７、１８、２２、２３、２４
、２７、２９、３２、３４、３５、３６、３７、３８、３９、４０、Ｃ．Ｉ．ベーシック
バイオレット１、３、７、１０、１４、１５、２１、２５、２６、２７、２８の如き塩基
性染料。
【００４６】
　シアントナー用着色顔料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー１、２、３、７、１５：２、１５：３、１５：４、１６、１７、６０、６２、６６；Ｃ
．Ｉ．バットブルー６、Ｃ．Ｉ．アシッドブルー４５、フタロシアニン骨格にフタルイミ
ドメチルを１乃至５個置換した銅フタロシアニン顔料。
【００４７】
　イエロートナー用着色顔料としては、以下のものが挙げられる。縮合アゾ化合物、イソ
インドリノン化合物、アンスラキノン化合物、アゾ金属化合物、メチン化合物、アリルア
ミド化合物。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１、２、３、４、５、６、７、１
０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、２３、６２、６５、７３、７４，８３
、９３、９５、９７，１０９、１１０、１１１、１２０、１２７、１２８、１２９、１４
７、１５５、１６８、１７４、１８０、１８１、１８５、１９１；Ｃ．Ｉ．バットイエロ
ー１、３、２０が挙げられる。また、Ｃ．Ｉ．ダイレクトグリーン６、Ｃ．Ｉ．ベーシッ
クグリーン４、Ｃ．Ｉ．ベーシックグリーン６、ソルベントイエロー１６２などの染料も
使用することができる。
【００４８】
　また、上記トナーにおいて、結着樹脂に着色剤を予め混合し、マスターバッチ化させた
ものを用いることが好ましい。そして、この着色剤マスターバッチとその他の原材料（結
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着樹脂及びワックス等）を溶融混練させることにより、トナー中に着色剤を良好に分散さ
せることが出来る。
【００４９】
　結着樹脂に着色剤を混合し、マスターバッチ化させる場合は、多量の着色剤を用いても
着色剤の分散性を悪化させず、また、トナー粒子中における着色剤の分散性を良化し、混
色性や透明性等の色再現性が優れる。また、転写材上でのカバーリングパワーが大きいト
ナーを得ることが出来る。また、着色剤の分散性が良化することにより、トナー帯電性の
耐久安定性が優れ、高画質を維持した画像を得ることが可能となる。
【００５０】
　着色剤の使用量は、結着樹脂１００質量部に対して好ましくは０．１乃至３０質量部で
あり、より好ましくは０．５乃至２０質量部であり、特に好ましくは３乃至１５質量部で
ある。
【００５１】
　帯電性をさらに安定化させる為に、必要に応じてトナーに荷電制御剤を用いることがで
きる。荷電制御剤は、結着樹脂１００質量部当り０．５～１０質量部使用するのが好まし
い。
【００５２】
　荷電制御剤としては、以下のものが挙げられる。トナーを負荷電性に制御する負荷電性
制御剤として、例えば有機金属錯体又はキレート化合物が有効である。モノアゾ金属錯体
、芳香族ヒドロキシカルボン酸の金属錯体、芳香族ジカルボン酸系の金属錯体が挙げられ
る。他には、芳香族ハイドロキシカルボン酸、芳香族モノ及びポリカルボン酸及びその金
属塩、その無水物、又はそのエステル類、又は、ビスフェノールのフェノール誘導体類が
挙げられる。
【００５３】
　トナーを正荷電性に制御する正荷電性制御剤としては、ニグロシン及び脂肪酸金属塩等
による変性物、トリブチルベンジルアンモニウム－１－ヒドロキシ－４－ナフトスルホン
酸塩、テトラブチルアンモニウムテトラフルオロボレート等の４級アンモニウム塩、及び
これらの類似体であるホスホニウム塩等のオニウム塩及びこれらのキレート染料として、
トリフェニルメタン染料及びこれらのレーキ顔料（レーキ化剤としては、燐タングステン
酸、燐モリブデン酸、燐タングステンモリブデン酸、タンニン酸、ラウリン酸、没食子酸
、フェリシアン酸、フェロシアン化合物等）、高級脂肪酸の金属塩として、ジブチルスズ
オキサイド、ジオクチルスズオキサイド、ジシクロヘキシルスズオキシド等のジオルガノ
スズオキサイドやジブチルスズボレート、ジオクチルスズボレート、ジシクロヘキシルス
ズボレート等のジオルガノスズボレートが挙げられる。
【００５４】
　必要に応じて一種又は二種以上の離型剤を、トナー粒子中に含有させてもかまわない。
離型剤としては次のものが挙げられる。
【００５５】
　低分子量ポリエチレン、低分子量ポリプロピレン、マイクロクリスタリンワックス、パ
ラフィンワックスなどの脂肪族炭化水素系ワックス、また、酸化ポリエチレンワックスな
どの脂肪族炭化水素系ワックスの酸化物、または、それらのブロック共重合物；カルナバ
ワックス、サゾールワックス、モンタン酸エステルワックスなどの脂肪酸エステルを主成
分とするワックス類；及び脱酸カルナバワックスなどの脂肪酸エステル類を一部または全
部を脱酸化したものなどが挙げられる。さらに、パルミチン酸、ステアリン酸、モンタン
酸などの飽和直鎖脂肪酸類；ブラシジン酸、エレオステアリン酸、パリナリン酸などの不
飽和脂肪酸類；ステアリルアルコール、アラルキルアルコール、ベヘニルアルコール、カ
ルナウビルアルコール、セリルアルコール、メリシルアルコールなどの飽和アルコール類
；長鎖アルキルアルコール類；ソルビトールなどの多価アルコール類；リノール酸アミド
、オレイン酸アミド、ラウリン酸アミドなどの脂肪酸アミド類；メチレンビスステアリン
酸アミド、エチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸アミド、ヘキサメチ
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レンビスステアリン酸アミドなどの飽和脂肪酸ビスアミド類；エチレンビスオレイン酸ア
ミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ジオレイルアジピン酸アミド、
Ｎ，Ｎ－ジオレイルセバシン酸アミドなどの不飽和脂肪酸アミド類；ｍ－キシレンビスス
テアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ－ジステアリルイソフタル酸アミドなどの芳香族系ビスアミド
類；ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸
マグネシウムなどの脂肪酸金属塩（一般に金属石けんといわれているもの）、脂肪族炭化
水素系ワックスにスチレンやアクリル酸などのビニル系モノマーを用いてグラフト化させ
たワックス類；ベヘン酸モノグリセリドなどの脂肪酸と多価アルコールの部分エステル化
物、植物性油脂の水素添加などによって得られるヒドロキシル基を有するメチルエステル
化合物などが挙げられる。
【００５６】
　離型剤の量は、結着樹脂１００質量部あたり０．１～２０質量部が好ましく、より好ま
しくは０．５～１０質量部である。また、離型剤の示差走査型熱量計（ＤＳＣ）で測定さ
れる昇温時の最大吸熱ピークのピーク温度で規定される融点は、６５乃至１３０℃である
ことが好ましい。より好ましくは８０乃至１２５℃である。
【００５７】
　トナーには、流動性向上剤として微粉体が外添されていることが好ましい。例えば、フ
ッ化ビニリデン微粉末、ポリテトラフルオロエチレン微粉末の如きフッ素系樹脂粉末；湿
式製法シリカ、乾式製法シリカの如き微粉末シリカ；微粉末酸化チタン；微粉末アルミナ
が挙げられる。また、これらをシランカップリング剤、チタンカップリング剤、シリコー
ンオイル等により表面処理を施し、疎水化処理したものが好ましい。また、メタノール滴
定試験によって測定された疎水化度が、３０～８０の範囲の値を示すように表面処理した
ものが特に好ましい。
【００５８】
　流動性向上剤は、ＢＥＴ法で測定した窒素吸着による比表面積が、３０ｍ２／ｇ以上で
あることが好ましく、より好ましくは５０ｍ２／ｇ以上である。
【００５９】
　トナーには、研摩効果に加え、帯電性付与性及び流動性付与、クリーニング助剤として
、上述以外の無機微粉体を添加しても良い。無機微粉体は、トナー粒子に外添することに
より、添加前後を比較するとより効果が増加し得るものである。無機微粉体としては、マ
グネシウム、亜鉛、コバルト、マンガン、ストロンチウム、セリウム、カルシウム、バリ
ウム等のチタン酸塩及び／又はケイ酸塩が挙げられる。無機微粒子は、トナー１００質量
部に対して、０．１～１０質量部、好ましくは０．２～８質量部用いるのが良い。
【００６０】
　トナーは、磁性１成分現像剤、非磁性１成分現像剤、キャリアと混合使用する二成分現
像剤に用いる事が出来るが、より本発明の効果を発揮させる為には、磁性キャリアと混合
して、二成分系現像剤として用いることが好ましい。
【００６１】
　磁性キャリアとしては、例えば、表面を酸化した鉄粉、或いは、未酸化の鉄粉や、鉄、
リチウム、カルシウム、マグネシウム、ニッケル、銅、亜鉛、コバルト、マンガン、クロ
ム、希土類の如き金属粒子、それらの合金粒子、酸化物粒子、フェライト等の磁性体や、
磁性体と、この磁性体を分散した状態で保持するバインダー樹脂とを含有する磁性体分散
樹脂キャリア（いわゆる樹脂キャリア）、一般に公知のものを使用できる。トナーと磁性
キャリアとを混合して二成分系現像剤として使用する場合、その際のキャリア混合比率は
、現像剤中のトナー濃度として、２質量％以上１５質量％以下、好ましくは４質量％以上
１３質量％以下にすると通常良好な結果が得られる。トナー濃度が２質量％未満では画像
濃度が低下しやすく、１５質量％を超えるとカブリや機内飛散が発生しやすい。本発明の
熱処理装置を用いて処理されたトナー粒子の重量平均粒径（Ｄ４）は、４μｍ以上１２μ
ｍ以下のトナーであることが好ましい。
【００６２】
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　上記トナーの各種物性の測定法について以下に説明する。
【００６３】
　＜重量平均粒径（Ｄ４）、個数平均粒径（Ｄ１）の測定方法＞
　トナーの重量平均粒径（Ｄ４）および個数平均粒径（Ｄ１）は、１００μｍのアパーチ
ャーチューブを備えた細孔電気抵抗法による精密粒度分布測定装置「コールター・カウン
ター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３」（登録商標、ベックマン・コールター社製）と、測定
条件設定及び測定データ解析をするための付属の専用ソフト「ベックマン・コールター　
Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．５１」（ベックマン・コールター社製）
を用いて、実効測定チャンネル数２万５千チャンネルで測定し、測定データの解析を行い
、算出する。
【００６４】
　測定に使用する電解水溶液は、特級塩化ナトリウムをイオン交換水に溶解して濃度が約
１質量％となるようにしたもの、例えば、「ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ」（ベックマン・コール
ター社製）が使用できる。
尚、測定、解析を行う前に、以下のように専用ソフトの設定を行う。
【００６５】
　専用ソフトの「標準測定方法（ＳＯＭ）を変更画面」において、コントロールモードの
総カウント数を５００００粒子に設定し、測定回数を１回、Ｋｄ値は「標準粒子１０．０
μｍ」（ベックマン・コールター社製）を用いて得られた値を設定する。閾値／ノイズレ
ベルの測定ボタンを押すことで、閾値とノイズレベルを自動設定する。また、カレントを
１６００μＡに、ゲインを２に、電解液をＩＳＯＴＯＮ　ＩＩに設定し、測定後のアパー
チャーチューブのフラッシュにチェックを入れる。
【００６６】
　専用ソフトの「パルスから粒径への変換設定画面」において、ビン間隔を対数粒径に、
粒径ビンを２５６粒径ビンに、粒径範囲を２μｍから６０μｍまでに設定する。
具体的な測定法は以下の通りである。
【００６７】
　（１）Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３専用のガラス製２５０ｍｌ丸底ビーカーに前記電解水
溶液約２００ｍｌを入れ、サンプルスタンドにセットし、スターラーロッドの撹拌を反時
計回りで２４回転／秒にて行う。そして、解析ソフトの「アパーチャーのフラッシュ」機
能により、アパーチャーチューブ内の汚れと気泡を除去しておく。
【００６８】
　（２）ガラス製の１００ｍｌ平底ビーカーに前記電解水溶液約３０ｍｌを入れ、この中
に分散剤として「コンタミノンＮ」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機ビ
ルダーからなるｐＨ７の精密測定器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業社
製）をイオン交換水で３質量倍に希釈した希釈液を約０．３ｍｌ加える。
【００６９】
　（３）発振周波数５０ｋＨｚの発振器２個を位相を１８０度ずらした状態で内蔵し、電
気的出力１２０Ｗの超音波分散器「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ　Ｓｙ
ｓｔｅｍ　Ｔｅｔｏｒａ１５０」（日科機バイオス社製）の水槽内に所定量のイオン交換
水を入れ、この水槽中に前記コンタミノンＮを約２ｍｌ添加する。
【００７０】
　（４）前記（２）のビーカーを前記超音波分散器のビーカー固定穴にセットし、超音波
分散器を作動させる。そして、ビーカー内の電解水溶液の液面の共振状態が最大となるよ
うにビーカーの高さ位置を調整する。
【００７１】
　（５）前記（４）のビーカー内の電解水溶液に超音波を照射した状態で、トナー約１０
ｍｇを少量ずつ前記電解水溶液に添加し、分散させる。そして、さらに６０秒間超音波分
散処理を継続する。尚、超音波分散にあたっては、水槽の水温が１０℃以上４０℃以下と
なる様に適宜調節する。
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【００７２】
　（６）サンプルスタンド内に設置した前記（１）の丸底ビーカーに、ピペットを用いて
トナーを分散した前記（５）の電解質水溶液を滴下し、測定濃度が約５％となるように調
整する。そして、測定粒子数が５００００個になるまで測定を行う。
【００７３】
　（７）測定データを装置付属の前記専用ソフトにて解析を行ない、重量平均粒径（Ｄ４
）および個数平均粒径（Ｄ１）を算出する。尚、専用ソフトでグラフ／体積％と設定した
ときの、分析／体積統計値（算術平均）画面の「平均径」が重量平均粒径（Ｄ４）であり
、専用ソフトでグラフ／個数％と設定したときの、分析／個数統計値（算術平均）画面の
「平均径」が個数平均粒径（Ｄ１）である。
【００７４】
　＜微粉量の算出方法＞
　トナー中の個数基準の微粉量（個数％）は、以下のようにして算出する。
トナー中の４．０μｍ以下の粒子の個数％は、前記のＭｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３の測定を
行った後、（１）専用ソフトでグラフ／個数％に設定して測定結果のチャートを個数％表
示とし、（２）書式／粒径／粒径統計画面における粒径設定部分の「＜」にチェック、そ
の下の粒径入力部に「４」を入力する。そして、（３）分析／個数統計値（算術平均）画
面を表示したときの「＜４μｍ」表示部の数値が、トナー中の４．０μｍ以下の粒子の個
数％である。
【００７５】
　＜粗粉量の算出方法＞
　トナー中の体積基準の粗粉量（体積％）は、以下のようにして算出する。
トナー中の１０．０μｍ以上の粒子の体積％は、前記のＭｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３の測定
を行った後、（１）専用ソフトでグラフ／体積％に設定して測定結果のチャートを体積％
表示とし、（２）書式／粒径／粒径統計画面における粒径設定部分の「＞」にチェック、
その下の粒径入力部に「１０」を入力する。そして、（３）分析／体積統計値（算術平均
）画面を表示したときの「＞１０μｍ」表示部の数値が、トナー中の１０．０μｍ以上の
粒子の体積％である。
【００７６】
　＜トナー粒子の平均円形度の測定＞
　トナー粒子の平均円形度は、フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－３０００型」（シス
メックス社製）によって、校正作業時の測定・解析条件で測定する。
【００７７】
　具体的な測定方法としては、イオン交換水２０ｍｌに、分散剤として界面活性剤、好ま
しくはアルキルベンゼンスルホン酸塩を適量加えた後、測定試料０．０２ｇを加え、発振
周波数５０ｋＨｚ、電気的出力１５０Ｗの卓上型の超音波洗浄器分散機（例えば「ＶＳ－
１５０」（ヴェルヴォクリーア社製など）を用いて２分間分散処理を行い、測定用の分散
液とする。その際、分散液の温度が１０℃以上４０℃以下となる様に適宜冷却する。
【００７８】
　測定には、標準対物レンズ（１０倍）を搭載した前記フロー式粒子像分析装置を用い、
シース液にはパーティクルシース「ＰＳＥ－９００Ａ」（シスメックス社製）を使用する
。前記手順に従い調整した分散液を前記フロー式粒子像分析装置に導入し、ＨＰＦ測定モ
ードで、トータルカウントモードにて３０００個のトナー粒子を計測して、粒子解析時の
２値化閾値を８５％とし、解析粒子径を円相当径２．００μｍ以上、２００．００μｍ以
下に限定し、トナー粒子の平均円形度を求める。
【００７９】
　測定にあたっては、測定開始前に標準ラテックス粒子（例えばＤｕｋｅ　Ｓｃｉｅｎｔ
ｉｆｉｃ社製５２００Ａをイオン交換水で希釈）を用いて自動焦点調整を行う。その後、
測定開始から２時間毎に焦点調整を実施することが好ましい。
【００８０】
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　なお、本願実施例では、シスメックス社による校正作業が行われた、シスメックス社が
発行する校正証明書の発行を受けたフロー式粒子像分析装置を使用し、解析粒子径を円相
当径２．００μｍ以上、２００．００μｍ以下に限定した以外は、校正証明を受けた時の
測定及び解析条件で測定を行った。
【実施例】
【００８１】
　実施例２および３は参考例である。
　〔トナー粒子Ａの製造〕
・結着樹脂（ポリエステル樹脂）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（Ｔｇ５８℃、酸価２５ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、分子量：Ｍｐ５
５００、Ｍｎ２８００、Ｍｗ５００００）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
・３，５－ジ－ｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム化合物　　　　　　　　０．５質量部
・フィッシャートロプシュワックス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
（日本精蝋社製、商品名ＦＴ－１００、融点９８℃）
【００８２】
　上記の処方の材料を、ヘンシェルミキサー（ＦＭ－７５Ｊ型、三井鉱山（株）製）でよ
く混合した後、温度１３０℃に設定した２軸混練機（ＰＣＭ－３０型、池貝鉄鋼（株）製
）にて１０ｋｇ／ｈｒのＦｅｅｄ量で混練（吐出時の混練物温度は約１５０℃）した。得
られた混練物を冷却し、ハンマーミルで粗砕した後、機械式粉砕機（Ｔ－２５０：ターボ
工業（株）製）にて１５ｋｇ／ｈｒのＦｅｅｄ量で微粉砕した。そして、重量平均粒径（
Ｄ４）が５．５μｍであり、粒径４．０μｍ以下の粒子を５５．６個数％含有し、且つ粒
径１０．０μｍ以上の粒子を０．８体積％含有するトナー微粉砕品Ｂ－１を得た。
得られたトナー微粉砕物Ｂ－１に対して、回転式分級機（ＴＴＳＰ１００、ホソカワミク
ロン（株）製）を用い、４．２ｋｇ／ｈｒのＦｅｅｄ量で微粉及び粗粉をカットする分級
を行った。そして、重量平均粒径が５．６μｍであり、粒径４．０μｍ以下の粒子を２５
．６個数％含有し、且つ粒径１０．０μｍ以上の粒子を０．２体積％含有するトナー粒子
Ａを得た。得られたトナー粒子Ａの平均円形度は、０．９４５であった。
【００８３】
　〔実施例１〕
　本実施例では、トナーの熱処理装置を、図１に示した製造フローに基づき、廃熱回収供
給手段により回収した熱を、熱風供給手段、冷風供給手段１及び原料供給手段に利用する
構成とした。熱処理装置本体は、図４に示す装置を用いた。上記の様なトナーの熱処理装
置を用いて、トナー粒子Ａ（原料トナー）の熱処理を行った。
【００８４】
　図２に示した廃熱回収供給手段の回収能力は１０ｋＷとした。また熱風供給手段に用い
られるヒーター容量は定格１１５ｋＷとした。
【００８５】
　処理量は１５ｋｇ／ｈｒとし、運転時間は、熱風温度が安定し、廃熱回収供給手段内の
液体温度も安定してから６時間とした。さらに、処理されたトナー粒子Ａの平均円形度が
０．９７０となるように各運転条件を調整した。
【００８６】
　熱風の設定温度は１４５℃、熱風流量は１２．０ｍ３／ｍｉｎとした。冷風１は外気を
取り入れ、風量はトータル４．０ｍ３／ｍｉｎ、冷風２はトータル２．０ｍ３／ｍｉｎ、
冷風３はトータル２．０ｍ３／ｍｉｎ、冷風２と冷風３の温度は－５℃とした。インジェ
クションエア流量は１．２ｍ３／ｍｉｎとした。取り込む外気温度は１１℃であった。ブ
ロワー風量は２５．０ｍ３／ｍｉｎ、ブロワー廃熱は７０℃であった。熱風ヒーターに取
り込まれる外気と、冷風１に取り込まれる外気及び、インジェクションに取り込まれる外
気が、放熱コイルを通過した際の温度は、夫々順に４５℃、４０℃、４０℃であった。こ
れらの運転条件を表１にまとめた。
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【００８７】
　また、得られたトナー粒子は、重量平均粒径が５．８μｍであり、粒径４．０μｍ以下
の粒子を２４．６個数％含有し、且つ粒径１０．０μｍ以上の粒子を１．２体積％であっ
た。
　熱風供給手段のヒーターの電流値を読み取ることで、消費電力を評価した。これらの運
転結果を表２に示す。
【００８８】
　〔実施例２〕
　本実施例では、図１に示した製造フローの内、回収した熱を、熱風供給手段及び原料供
給手段に利用した。そして、運転条件を表１に示す様に変更した以外は、実施例１と同様
にして、熱処理後の平均円形度が０．９７０となるようにトナー粒子Ａの熱処理を行った
。運転結果を表２に示す。
【００８９】
　また、得られたトナー粒子は、重量平均粒径が５．９μｍであり、粒径４．０μｍ以下
の粒子を２４．２個数％含有し、且つ粒径１０．０μｍ以上の粒子を２．１体積％であっ
た。
【００９０】
　〔実施例３〕
　本実施例では、図１に示した製造フローの内、回収した熱を、熱風供給手段に利用した
。そして、運転条件を表１に示す様に変更した以外は、実施例１と同様にして、熱処理後
の平均円形度が０．９７０となるようにトナー粒子Ａの熱処理を行った。運転条件を表１
に、運転結果を表２に示す。
【００９１】
　また、得られたトナー粒子は、重量平均粒径が６．０μｍであり、粒径４．０μｍ以下
の粒子を２４．０個数％含有し、且つ粒径１０．０μｍ以上の粒子を２．８体積％であっ
た。
【００９２】
　〔比較例１〕
　本比較例では、図３に示す従来の製造フローに基づき、図４に示す熱処理装置本体を用
いた（すなわち、ブロワーからの廃熱回収を行わない構成）。熱処理後の平均円形度が０
．９７０となるようにトナー粒子Ａの熱処理を行った。運転条件を表１に、運転結果を表
２に示す。
【００９３】
　また、得られたトナー粒子は、重量平均粒径が６．１μｍであり、粒径４．０μｍ以下
の粒子を２３．９個数％含有し、且つ粒径１０．０μｍ以上の粒子を３．８体積％であっ
た。
【００９４】
　実施例１から３と比較すると、廃熱回収供給手段を利用しない部位が多くなるほど消費
電力が大きくなっている。逆に言えば、廃熱回収供給手段を利用することで、安定稼動時
における消費電力の低減が可能となり、省エネルギー生産が可能となる。表２に、比較例
に対して、各実施例の電流値がどれだけ低減したかを表す、消費電力比率を示す。廃熱回
収供給手段により回収した熱を利用する部位が多いほど、供給する熱風の設定温度を低く
することができ、電力消費が抑制された。
【００９５】
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【表１】

【００９６】
【表２】

【００９７】
※表２の「消費電力比率」は、（実施例のヒーター電流値）／（比較例１のヒーター電流
値）にて算出した。
【符号の説明】
【００９８】
　１　熱処理装置本体
　２　熱風供給手段
　２Ａ　気流調整部
　３　冷風供給手段１
　３Ａ　気流調整部
　４　冷風供給手段２
　５　冷風供給手段３
　６　管状部材１
　７　管状部材２
　８　原料供給手段
　９　第１ノズル
　１０　第２ノズル
　１０Ａ　返し部
　１０Ｂ　リブ
　１３　トナー排出口
　１４　ポール
　１５　圧縮気体供給手段
　１６　原料定量供給機
　１７　ヒーター
　１８　廃熱回収供給手段
　１８Ａ　廃熱回収コイル
　１８Ｂ　放熱コイル
　１８Ｃ　ポンプ
　１９　トナー回収手段
　２０　ブロワー
　３０　冷風供給機
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